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税効果会計に関する実務上の課題への対応に関する考察
―繰延税金資産の回収可能性がないと判断された場合の会計処理を中心として―

１．はじめに

　本稿は、繰延税金資産の回収可能性が認められ
る場合と認められない場合に関する実務における
税効果会計を考察する。従って、回収可能性その
ものを検討することは含まない。本稿では、四半
期特有の税金費用に関する会計処理、その他有価
証券評価差額金に係る税効果会計、子会社の資産
及び負債の時価評価による評価差額に係る一時差
異に関する税効果会計を取り上げた。コロナウィ
ルスの影響により、繰延税金資産の計上が認めら
れなくなる状況が増えることも予想され、また、
取り上げた論点は実務的には重要な会計処理であ
り、繰延税金資産の計上が認められない場合には
どのような会計処理を行うべきかに関して、考え
方から整理することによって実務的貢献に加え、

理論的な整合性に関する学術的貢献を提供するも
のと考える。

２．四半期特有の会計処理

　四半期財務諸表における税金費用の計算及び税
効果会計については、年度決算と同様の方法によ
り計算することを原則とするが、税金費用につい
ては、四半期会計期間を含む年度の税引前当期純
利益１に対する税効果会計適用後の実効税率を合
理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実
効税率を乗じて計算することができると規定され
ている 2。「見積実効税率＝予想年間税金費用÷予
想年間税引前当期純利益」で算定され、「予想年
間税金費用＝（予想年間税引前当期純利益±一時
差異等に該当しない項目）×法定実効税率」で算
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定される３。

（１）見積実効税率
　見積実効税率の算定方法は、連結に含まれる各
会社それぞれについて算定する必要がある４。し
かしながら、子会社であっても、相当な規模の会
社ではない場合、子会社単体の予想年間税引前当
期純利益を策定していない場合もあるし、連単倍
率を考えて、親会社の影響が大きい場合には、親
会社の見積実効税率を連結会社の全てに適用する
ことも考えられる。重要性を加味した会計処理で
あるため、子会社の重要性に応じて、見積実効税
率を算定しなければならない子会社を毎期見直す
必要がある。ただし、外形標準課税適用対象法人
か否かによって法定実効税率も大きく異なるた
め、税率の違いも考慮する必要もある。
　見積実効税率を使用した四半期特有の会計処理
を行う際に、各四半期の税金費用に均等割りを考
慮するか否かが問題となる。会計基準等によれば
均等割りについては直接触れられていないことか
ら、均等割りを入れるか否かの判断に関しては、
均等割りが税金費用に対して占める割合が大きい
か否かに関係する。前年度末時点において均等割
りの影響が大きい場合には、見積実効税率の計算
過程で考慮して、見積実効税率を算定することが
理論的な整合を有すると考えられる。ただし、均
等割りの影響が重要とはいえない場合には、各四
半期に所得割りとして見積実効税率によって算定
した金額と均等割りの合計を税金費用とすること
は問題ないと考えられる。
　また、見積実効税率の算定においては、進行期
の課税所得をマイナスにさせる要因である前期末
に計上されている繰延税金資産の解消額や将来加
算一時差異の発生のうち、重要なものを考慮する
必要がある。例えば、前期末以前において子会社
株式に関する評価損が別表五に計上されていた場

合で、進行期に子会社株式を売却することによっ
て、別表四で認容減算される場合などが該当する。
この場合には、当期の年度末に計算される課税所
得が減算され税金費用が減少することから、見積
実効税率も小さくなる。これは、法定実効税率と
見積実効税率との乖離を大きくする要因となり、
税引前当期純利益が多くなればなるほど乖離が大
きくなるという問題が生じる。

（２）予想年間税引前当期純利益がマイナスの場合
　四半期特有の会計処理は、予想年間税引前当期
純利益がプラスであることを前提とする簡便的な
会計処理である５。このため、各四半期期末時点
において、予想年間税引前当期純利益がプラスで
なければ、見積実効税率を算定することができな
いことから、予想年間税引前当期純利益がマイナ
ス、すなわち予想年間税引前当期純損失の場合に
は法定実効税率を用いて、税金費用を計上するこ
とになる６。つまり、四半期税引前当期純利益若
しくは四半期税引前当期純損失に法定実効税率を
乗じて税金費用を算定することになる。四半期税
引前当期純利益に法定実効税率を乗じる場合に
は、借方に税金費用、貸方に未払法人税等が計上
されるため、感覚的も理解がし易い。問題は、四
半期税引前当期純損失の場合には、法定実効税率
を乗じると、貸方に税金費用、借方に繰延税金資
産が計上される７。四半期税引前当期純損失なの
で、未収還付法人税等が計上されるイメージであ
る。しかしながら、当該会計処理は、年度末には
プラスの税引前当期純利益が計上されると予測さ
れることが前提となる会計処理である。理由とし
ては、各四半期ごとに季節的変動があり、各四半
期では税引前当期純損失を計上したとしても、年
間の税引前当期純利益はプラスであれば、各四半
期のマイナスの税金費用は、年度末には解消され
るという暫定的な処理の一環としての位置づけで
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あると考えられる。さらに、各四半期末における
年度末の予想税引前当期純利益がプラスと見込ま
れる場合であり、かつ、繰延税金資産の回収可能
性に問題がない会社でなければ、各四半期の税引
前当期純利益がマイナスとなった場合に、税金費
用はマイナスを計上し、同額の繰延税金資産の計
上は認められないのである。これは、繰延税金資
産の回収可能性の問題に派生し、繰延税金資産を
計上することが妥当であることが、会計処理要件
として要求される。将来、課税所得を生む力のあ
る会社であり、繰延税金資産の計上が許容される
会社であることが理由として考えられる。従って、
四半期当期純損失の場合、期首の繰延税金資産と
合わせて、繰延税金資産が回収可能な範囲で計上
されることになる。このため、繰延税金資産の回
収可能性が認められない場合には、四半期当期純
損失に対する税金費用は計上されないことも考え
られる。

（３）各四半期末における繰延税金資産の回収可
能性の検討
　各四半期末における繰延税金資産の回収可能性
の判断における簡便的な取扱いとして、重要な企
業結合や事業分離、業績の著しい好転又は悪化、
その他経営環境の著しい変化が生じておらず、か
つ、一時差異等の発生状況について前年度末から
大幅な変動がないと認められる場合には、繰延税
金資産の回収可能性の判断にあたり、前年度末の
検討において使用した将来の業績予測やタック
ス・プランニングを利用することができる８。また、
重要な企業結合や事業分離、業績の著しい好転又
は悪化、その他経営環境に著しい変化が生じ、又
は、一時差異等の発生状況について前年度末から
大幅な変動があると認められる場合には、繰延税
金資産の回収可能性の判断にあたり、財務諸表利
用者の判断を誤らせない範囲において、前年度末

の検討において使用した将来の業績予測やタック
ス・プランニングに、当該著しい変化又は大幅な
変動による影響を加味したものを使用することが
できる９。
　しかし、間便法を利用していたとしても、各四
半期末において、経営環境等に関して前期末から
大幅な変動があると認められる場合には、前期末
に使用した業績予測に大幅な変動を加味するとい
うよりは、状況に応じて、新たに繰延税金資産の
回収可能性について検討する必要がある。具体的
には、第１四半期末において、前期末の予測から
大きく変動する場合もある。今回のコロナ下の状
況においては、緊急事態宣言も含めて、３か月前
には予測できない程、経営環境が大きく変動した
例もある。年度末の利益予測も不透明であり予測
を立てることが難しい状況の企業も存在する。決
算期によっては、第１四半期は予想年間税引前当
期純利益がプラスであり、見積実効税率を使用し
て第１四半期の税金費用を計上していたが、第
２四半期になり、予想年間税引前当期純利益がマ
イナスの着地見込となっため、四半期の税金費用
の計算に、見積実効税率が使用できなくなり、法
定実効税率を使用することになり、さらに、第
２四半期税引前当期純損失であったことから、税
金費用のマイナス計上と繰延税金資産の計上に関
する回収可能性の判断を行う必要がある。この判
断は前期末の状況と経営環境等が異なっているた
め、前期末の判断材料を使用することなく、第
２四半期における将来の業績予測を使用しなけれ
ばならず、結果として、前期末及び第１四半期に
計上していた繰延税金資産を取崩し、第２四半期
税引前当期純損失に対する繰延税金資産も計上す
ることができないという事態が考えれる。
　以上より、経営環境によっては、各四半期ごと
に繰延税金資産の回収可能性を検討して、前期末
に計上した繰延税金資産を取り崩し、四半期税引
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前当期純損失に対応する新たな繰延税金資産の計
上も許されないという状況がある事を認識してお
くべきである。

３．資産及び負債に関する評価差額に関する考察

　資産及び負債に関する評価替えについて、回収
可能性が認められない場合で、繰延税金資産を計
上することができない場合の税効果会計の処理に
ついて、個別会計と連結会計を比較する。個別会
計については資産の評価替えに関する会計処理で
あるその他有価証券の時価評価差額に関する税効
果会計を考察し、連結会計については子会社の資
産及び負債の時価評価による評価差額に係る一時
差異の取扱いの会計処理を考察する。いずれの会
計処理についても繰延税金資産の回収可能性が認
められない場合を前提とした会計処理の違いを考
察し、税効果会計の適用に関する考え方の相違を
導き出す。

（１）繰延税金資産の回収可能性が認められない
場合
　その他有価証券に係る評価差額が評価損であ
り、回収可能性が認められれば評価損に対して繰
延税金資産を計上することになるが、会社分類が
４でスケジューリング不能の場合や会社分類が５
の場合には、繰延税金資産の回収可能性が認めら
れないとしてその他有価証券評価差額金に係る繰
延税金資産を計上することができない 10。
　また、過年度にその他有価証券に関して、減損
処理を行った銘柄については、会社分類が１以外
の会社は、当該減損処理を行ったその他有価証券
が評価損となった場合には回収可能性がないとし
て繰延税金資産を認識してはならず、評価益となっ
た場合には繰延税金負債を認識することとなる 11。

（２）その他有価証券評価差額金に係る税効果に
ついて
　その他有価証券の時価評価差額であるその他有
価証券評価差額金は、全部純資産直入法の場合に
は、純資産の部に計上され、部分純資産直入法の
場合、評価差額がプラスであれば純資産の部に計
上され、評価差額がマイナスであれば評価損とし
て損益計算書に計上される。しかしながら、いず
れの会計処理方法であっても、翌期首に洗替処理
されることから 12、その他有価証券評価差額金の
性質は、資産を時価評価した結果としての、未実
現の評価差額である。その他有価証券評価差額金
に係る税効果会計の意義は、会計上の評価額が時
価で、税務上の評価額が取得原価等 13 であること
から、資産負債法によると一時差異が把握され、
当該一時差異に対して税効果額が認識される。評
価差額がプラスであれば、将来の売却益に対する
税金負担の増加額を示すことになり、評価差額が
マイナスであれば、将来の売却損に対する税金負
担の軽減額を示すことになる。このような理由で
その他有価証券評価差額金に対する税効果会計を
認識している。

（３）会計処理の相違
　その他有価証券に係る時価評価差額が評価損と
なった場合の、その他有価証券評価差額金に係る
税効果会計を検討する。数値例として、10,000 の
評価損、税率は 30％とする。
　まずは、繰延税金資産の回収可能性に問題がな
い場合の税効果会計は以下になる 14。
全部純資産直入法

( 借 )
その他有価証券評価差額金 7,000

繰 延 税 金 資 産 3,000

( 貸 ) そ の 他 有 価 証 券 10,000
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記では計上した繰延税金資産に対して個別に評価
性引当額を計上することが望ましいが現実の実務
においてはなされていない。
　ここで、全部純資産直入法の場合でその他有価
証券に係る時価評価差額が評価損となった場合、
評価損に関して税効果額として繰延税金資産を計
上したとしても、損益計算書に影響は与えず、さ
らに税効果額については、その他有価証券評価差
額金に係る税効果額は独立して考えなければなら
ず、他の一時差異等に関する繰延税金資産の計上
プロセスとは違うことからも、繰延税金資産とし
て計上できるのではないかとの問題が生じる。こ
れは、当該税効果額が資産として計上されるか、
純資産のマイナスとして計上されるかのかの違い
であり、いずれに計上するべきかが問題となる。
　まずは、その他有価証券に係る時価評価差額が
評価損となった場合で繰延税金資産を計上するこ
とができる場合の繰延税金資産であるが、討議資
料ではあるものの、財務会計の概念フレームワー
クの資産の定義に照らして検討する。「資産とは、
過去の取引または事象の結果として、報告主体が
支配している経済的資源をいう 15」である。経済
的資源とは、報告主体が経済的資源を利用し、そ
こから生み出される便益を享受できる状態 16 をい
い、売却損による将来の税金費用の減額を意味す
ることから資産の定義を満たす。繰延税金資産を
計上することができる場合には、将来の課税所得
の十分性が要件となっていることから、将来の課
税所得からの税金費用の減額をもたらすという意
味での蓋然性要件 17 も満たす。次に、繰延税金資
産の回収可能性に問題があり、繰延税金資産を計
上することができない場合には、当該評価損に係
る税効果額に関しては、経済的便益とはならず資
産の定義を満たすことができないと考えられる。
以上の繰延税金資産の資産性の検討より、繰延税
金資産の回収可能性が認められない場合、その他

( 借 )
その他有価証券評価損 10,000

繰 延 税 金 資 産 3,000

( 貸 )
そ の 他 有 価 証 券 10,000

法 人 税 等 調 整 額 3,000

( 借 ) その他有価証券評価差額金 10,000

( 貸 ) そ の 他 有 価 証 券 10,000

( 借 ) そ の 他 有 価 証 券 評 価 損 10,000

( 貸 ) そ の 他 有 価 証 券 10,000

部分純資産直入法

　次に、繰延税金資産の回収可能性に問題があり、
繰延税金資産を計上することができない場合、税
効果会計適用の仕訳がないことになる。
全部純資産直入法

部分純資産直入法

　なお、部分純資産直入法においては、別表四で
否認され別表五に残高として計上されるため、将
来減算一時差異として把握されることから、注記
において一時差異として計上し、評価性引当額を
計上する必要がある。全部純資産直入法の場合、
その他有価証券評価差額金に係る将来減算一時差
異が生じているため、注記については、その他有
価証券評価差額金に係る繰延税金資産を計上し、
同額の評価性引当額を計上して、繰延税金資産は
生じていないとすることが理論的には正しいと考
えられる。これを仕訳で表現するとすれば借方に
繰延税金資産、貸方に評価性引当額となる。また、
注記で評価性引当額を計上するが、具体的にどの
繰延税金資産に対する評価性引当額が計上されて
いるかわからないという欠点もあることから、注
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有価証券の売却等により実現損失が計上されたと
しても、税金費用を減額させる効果がないとして、
繰延税金資産の資産性は否定され、繰延税金資産
を計上してはならい。ゆえにその他有価証券評価
差額金として純資産のマイナスとして計上するこ
とが妥当といえる。
　なお、部分純資産直入法を採用している場合の
その他有価証券に係る時価評価差額が評価損と
なった場合には、他の一時差異等と含めて考える
ことができるが、それ以外の場合には、その他有
価証券に係る時価評価差額に関する税効果会計の
適用は、法人税等調整額が計上されないことから
他の一時差異等とは独立して検討しなければなら
ないことにも注意が必要となる。

（４）子会社の資産及び負債の時価評価による評価
差額に係る一時差異の取扱い
　連結財務諸表固有の一時差異の取扱いである、
子会社の資産及び負債の時価評価による評価差額
に係る一時差異の取扱いを見ていく。税効果会計
に係る会計基準の適用指針第 18 項 18 は、以下のよ
うに規定されている。

18．�資本連結手続において、子会社の資産（又
は負債）を時価評価し、評価減（又は評価
増）が生じた場合、当該評価減（又は評価
増）に係る連結財務諸表固有の将来減算一
時差異について、第 8 項 (3) に従って回収可
能性を判断し繰延税金資産を計上する（[ 設
例 3]）。

　　�　また、資本連結手続において、子会社の
資産（又は負債）を時価評価し、評価増（又
は評価減）が生じた場合、当該評価増（又
は評価減）に係る連結財務諸表固有の将来
加算一時差異について、繰延税金負債を計
上する（[ 設例 3]）。

　子会社の資産及び負債の時価評価による評価差
額に係る一時差異が評価減の場合で、繰延税金資
産の回収可能性が認められない場合、その他有価
証券評価差額金の時価評価差額に係る一時差異と
同様の会計処理、すなわち評価損の全額を評価差
額とすると、投資と資本相殺消去時におけるのれ
んの金額が変動することから問題が生じてしまう
ことから、子会社の資産及び負債の時価評価によ
る評価差額は、税効果考慮後の金額とする必要が
ある。しかしながら、回収可能性が認められない
ため、繰延税金資産を計上することができないこ
とから、以下の考え方が導き出される。数値例と
して、子会社の支配獲得時における土地の簿価が
50,000 であり、土地の時価が 30,000 であり、20,000
の評価損が生じているとする。税率は 30％であり、
子会社の他の資産及び負債の簿価と時価は一致し
ている。この場合、投資と資本の相殺消去の対象
となる評価差額は 14,000 となる。
①　資産及び負債の修正とする考え方

　評価差額について税効果会計を考慮した後の金
額とするために、評価差額×税率分につき、土地
を減額することにより修正する必要がある。なお、
土地以外で修正する方法がなく、評価性引当額と
計上したとしても、最終的には土地から減額する
ほかないともいえる。この考え方によると、のれ
んの金額は正確になるが、土地の金額ついては不
正確な金額となり総額主義の原則を満たすことが
できなくなる。しかしながら、損益にインパクト
を与えることがない。

( 借 )
評 価 差 額 20,000

土 　 　 地 6,000

( 貸 )
土 　 　 地 20,000

評 価 差 額 6,000
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②　法人税等調整額による修正とする考え方

　評価差額について税効果会計を考慮した後の金
額とするために、評価差額×税率分につき、法人
税等調整額を計上することにより修正する必要が
ある。この考え方によると、のれんの金額は正確
になるが、法人税等調整額という損益にインパク
トを与えてしまうこととなる。しかしながら、土
地の金額について時価で財務諸表に計上すること
が可能となる
③　親会社の資本剰余金の修正とする考え方

　評価差額について税効果会計を考慮した後の金
額とするために、評価差額×税率分につき、親会
社の資本剰余金のマイナスを計上することにより
修正する必要がある。この考え方によると、のれ
んの金額は正確になるが、投資と資本の相殺消去
における連結修正仕訳において、親会社の資本剰
余金にインパクト与えてしまうこととなる。しか
しながら、土地の金額について時価で財務諸表に
計上することが可能となる。
　いずれの考え方によっても、資本連結に伴う投
資と資本の相殺消去を行うことから、子会社の資
産及び負債の時価評価による評価差額に係る一時
差異は税効果会計考慮後の金額とする必要があり、
さらに、投資と資本の相殺消去の金額を決定する
という会計処理の問題であることから、注記で表
示される評価性引当額で処理するという問題では

ない。子会社の資産及び負債の時価評価による評
価差額は、子会社の支配獲得時の資本として投資
と資本の相殺消去の対象となるという特殊な状況
とも考えられる。

（５）支配獲得時には回収可能性が認められていた
が、翌年度以降に回収可能性が認められなくなっ
た場合
　次に、過年度に支配獲得を行い、支配獲得時には、
子会社の資産及び負債の時価評価による評価差額
に係る一時差異が評価損であり、繰延税金資産の
回収可能性に問題はなかったが、数年後、繰延税
金資産の回収可能性に問題があり、繰延税金資産
を計上することができなくなった場合を考える。
先ほど例と同じく、子会社の支配獲得時における
土地の簿価が 50,000 であり、土地の時価が 30,000
であり、20,000 の評価損が生じているとする。税
率は 30％であり、子会社の他の資産及び負債の簿
価と時価は一致している。この場合、投資と資本
の相殺消去の対象となる評価差額は 14,000 となる。
①支配獲得時（繰延税金資産の回収可能性は認め
られる。）

②支配獲得時の翌期以降（繰延税金資産の回収可
能性が認められなくなった場合。）
ⅰ）支配獲得時の仕訳を開始仕訳として引き継ぐ

( 借 )
評　 価　 差　 額 20,000

法 人 税 等 調 整 額 6,000

( 借 )
評 　 価 　 差 　 額 14,000

繰 延 税 金 資 産 6,000

( 借 )
評 　 価 　 差 　 額 14,000

繰 延 税 金 資 産 6,000

( 借 )
評 価 差 額 20,000

資 本 剰 余 金 6,000

( 貸 )
土　　　　　 地　　 20,000

評　 価　 差　 額 6,000

( 貸 ) 土　　　　　　　地　　 20,000

( 貸 ) 土　　　　　　　地　　 20,000

( 貸 )
土 地 20,000

評 価 差 額 6,000
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ⅱ）繰延税金資産を取り崩す

　支配獲得時の仕訳を開始仕訳として引き継いで、
繰延税金資産を取り崩す必要がある。繰延税金資
産を取り崩す際の相手勘定としては、上記で検討
したように、土地、法人税等調整額、資本剰余金
が考えられる。しかしながら、今まで計上してい
た資産である繰延税金資産の資産性が認められな
くなり、資産に棄損が生じた場合には、評価損と
して計上することが会計処理としては妥当である。
また、「子会社の資産及び負債の時価評価により生
じた評価差額に係る一時差異について、子会社に
おいて税率が変更されたことによる繰延税金資産
及び繰延税金負債の修正差額は、当該税率が変更
された連結会計年度において、法人税等調整額を
相手勘定として計上する 19。」とされている。子会
社の資産及び負債の時価評価により生じた評価差
額に係る一時差異に税率変更に伴う差額に関して
は、投資と資本の相殺消去の対象となった評価差
額を変動させることができないことから、資産又
は負債の評価替えにより生じた評価差額等を直接
純資産の部に計上する場合及び、その他の包括利
益で認識した上で純資産の部のその他の包括利益
累計額に計上する場合には法人税等調整額による
修正ではなく、税率変更による影響額をそれぞれ
純資産の部又は包括利益に直接計上する会計処理
20 とは異なる会計処理となっている。
　以上より、支配獲得時における子会社の資産及
び負債の時価評価による評価差額に係る一時差異
が評価損である場合で、支配獲得時に繰延税金資
産の回収可能性に問題があり、繰延税金資産の計
上ができない場合、及び支配獲得時には回収可能

性が認められていたが、翌年度以降に回収可能性
が認められなくなった場合には、繰延税金資産を
取り崩す際の相手勘定は法人税等調整額が妥当す
ると考える。

４．おわりに

　本稿では繰延税金資産の回収可能性が認められ
る場合と認められない場合という２つのケースに
大きく分けて検討したが、実際には、繰延税金資
産の回収可能性に応じて、繰延税金資産の計上が
認められる範囲で計上されることに留意されたい。
しかしながら、繰延税金資産の回収可能性が認め
られる場合と認められない場合という極論を議論
することは基本でもあり有意義である。
　通常、税金資産の回収可能性に問題がないとい
う前提で税効果会計を適用しており、繰延税金資
産の回収可能性が認められない場合には、税効果
会計の会計処理が異なり、単に税効果会計の仕訳
を行わないという問題ではないことも本稿を通じ
て確認することができた。特にコロナ下において
は、四半期ごとに企業の状況が急変することから、
適正なディスクロージャーの確保の観点からは繰
延税金資産の回収可能性が認められない場合の税
効果会計にも注意を傾けておくことは必要である。

注
 1  �連結損益計算書の表示は税金等調整前当期純利

益であるが、本稿では、税金費用を控除する前の
利益を税引前当期純利益として記載する。

 2  �企業会計基準員会（2020 年 3 月）「企業会計基準
第 12 号　四半期財務諸表に関する会計基準」第
14 項。

 3  �企業会計基準員会（2018 年 2 月）「企業会計基準
適用指針第 29 号　中間財務諸表等における税効
果会計に関する適用指針」第 12 項。

 4  �前掲注 2、第 14 項。
 5  �前掲注 3、第 14 項 (1)。
 6  �前掲注 3、第 15 項。

( 貸 ) 繰 延 税 金 資 産　　6,000

（借 ) 法 人 税 等 調 整 額　　6,000
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 7  �前掲注 3、[ 設例 5]2(2) ②。
 8  �企業会計基準員会（2020 年 3 月）「企業会計基準

適用指針第 14 号　四半期財務諸表に関する会計
基準の適用指針」第 16 項。

 9  �前掲注 8、第 17 項。
10  �企業会計基準員会（2018 年 2 月）「企業会計基準

適用指針第 26 号　繰延税金資産の回収可能性に
関する適用指針」第 38 項から第 41 項。

11  �前掲注 10、第 38 項 (2) なお書き。
12  �強制評価減の場合の評価損を除く。
13  �強制評価減実施後の帳簿価額を含む。
14  �一時差異等がその他有価証券の１銘柄のみに存

在する場合を前提とする。
15  �企業会計基準員会（2006 年 12 月）「討議資料　

財務会計の概念フレームワーク」第 3 章第 4 項。
16  �前掲注 15、第 3 章第 4 項注釈 (2)。
17  �前掲注 15、第 4 章第 6 項。
18  �企業会計基準員会（2018 年 2 月）「企業会計基準

適用指針第 28 号　税効果会計にかかる会計基準
の適用指針」第 18 項。

19  �前掲注 18、第 52 項。
20  �前掲注 18、第 51 項。
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Considerations for Addressing Practical Issues Related to Tax Effect Accounting
― Focusing on accounting treatment in cases where deferred tax assets are judged to be unrecoverable ―

Satoshi SAKAEDA

【abstract】
    In the case of sudden and significant changes in the business environment, the issue of accounting for tax 

effects due to the judgment that deferred tax assets are not recoverable is not simply a matter of not applying tax 

effect accounting, so the accounting treatment including the concept was examined.
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Tax Effect Accounting, Temporary Differences, Deferred Tax Assets, No Recoverability, 

Processing Specific to the Quarter, Net Unrealized Gains on Securities


